
 
 

 

 

 

 

 

 

 

「まちづくり基本方針」の点検・評価 

を踏まえた取組方策 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜平成３１年３月２６日＞ 

兵庫県県土整備部まちづくり局都市政策課 

資料１－３ 



 
 

目次 

 

１ はじめに                                  1 

(1) 背景..................................................................... 1 

(2) まちづくり基本方針について............................................... 2 

 

２ まちづくりを取り巻く状況の変化                       4 

 

３ まちづくり基本方針の点検・評価                        7       

(1) 点検・評価手法........................................................... 7 

(2) 点検・評価結果........................................................... 7 

(3) 検討テーマの選定........................................................ 17 

 

４ 取組方策の検討                               19 
(1) 多自然地域における生活の安心確保........................................ 19 

(2) 地方都市における魅力と活力の創出........................................ 34 

 

５ 参考資料                                  48 

(1) まちづくり審議会での検討................................................ 48 

(2) まちづくり基本方針...................................................... 49 

 

  



 

 

１ はじめに 

(1) 背景 

  本県では、「21 世紀兵庫長期ビジョン」の分野別計画として、施策を総合的に講ずる

ための方向性を示す「まちづくり基本方針」を策定し、まちづくりを推進してきた。 
  そうした中でも、本県の人口は少子高齢化の進展や東京圏等への人口流出により、560
万人を超えた平成 21 年を頂点に減少に転じており、人口の急速な減少と偏在化の進展

を踏まえ、将来においても地域の活力を維持し、地域間の格差が生じないような取組が

必要となっている。 
  そこで、本県では「地域創生」を県政の基本政策として位置づけ、継続的に取り組む

姿勢を明らかにするため、「兵庫県地域創生条例」を制定するとともに、「兵庫県地域創

生戦略」を策定し、人口減少下にあっても、県内各地域が活力を持って自立し、県民が

将来への希望を持つことができるよう地域の元気づくりに取り組み、「元気で安全安心

な兵庫」の実現を図っている。 
  また、人口減少や少子高齢化に加え、浸透する革新技術や到来する大交流時代等の新

たな社会環境の変化も踏まえて、平成 30 年には 2030 年のめざす姿や新たな兵庫づく

りの基本方針等を内容とする「兵庫 2030 年の展望」を策定し、「すこやか兵庫」の実現

を目指している。 
  こうした状況の中、まちづくりの分野においても、人口減少や少子高齢化の進展等の

まちづくりを取り巻く状況の変化を踏まえ、「まちづくり基本方針」に示すめざすべき

将来像の実現に向け、特に取組の底上げが必要と考えられる重点課題に的を絞り、新た

なまちづくりの概念や社会変革をもたらす技術革新も加味しながら、重点プロジェクト

（取組方策）を検討することとした。 
 

〈検討の流れ〉 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・新たなまちづくりの概念 
・社会変革をもたらす技術革新 

検討テーマ 
（政策的に底上げを図る項目） 

プロジェクトの検討 
（取組方策の提案） 

基本方針の点検・評価 
（将来像・重点プロジェクト等） 

まちづくりを取り巻く状況の変化 
(人口減少・高齢化の進展、まちの活力
低下等) 

まちづくり基本方針 
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(2) まちづくり基本方針について 

ア 位置づけ 

本県では、まちづくり基本条例第 10 条に基づき、まちづくり施策を総合的に講ず

るための基本方針として「まちづくり基本方針」を策定している。 
現在の「まちづくり基本方針」は、「21 世紀兵庫長期ビジョン」のまちづくり分野

における基本的な方針として、平成 23 年の長期ビジョンの見直しを受け平成 25 年 3
月に改定した。同方針は、長期ビジョンと同様、2040 年を想定年次としてめざすべき

まちの将来像を提示し、2020 年を目標年次として取組の方向性（重点プロジェクト）

を明確化している。 
 
 
 
 
 
 
 
 

イ ４つの地域 

瀬戸内臨海部の大都市群から多自然地域の小規模集落まで多様な地域を持つ兵庫

県の特性を踏まえ、県全体を４つの地域に分類している。 
 

 
 
 
 
 

ウ ４つの地域 

県全体のまちづくりで重要となる４つのテーマを設定している。 
 
 
 
 
 
 
 
 

・まちづくり基本条例 10 条に基づく方針 

・まちづくり施策を総合的に講ずるための基本方針 

・まちづくりに関する長期ビジョンの分野別計画 

・県民主役・地域主導の自立的な地域づくりの指針 

・県の分野別計画と将来像を共有し、各種施策に反映 

21 世紀兵庫長期ビジョン 

（平成 23 年 2 月改定） 

まちづくり基本方針 

（平成 25 年３月改定） 

都市中心部 

郊外住宅地 

地方都市 

多自然地域 多自然地域の集落とその周辺 

地方都市の中心市街地とその周辺 

高度成長期以降に開発された郊外住宅地など 

瀬戸内臨海部に連たんする既成市街地 

４
つ
の
地
域 

安全・安心の 
まちづくり 

環境と共生する
まちづくり 

魅力と活力ある
まちづくり 

自立と連携の 
まちづくり 

・災害に備えたまちの機能性の確保と迅速な復興対策
・誰もが安心して暮らせる環境整備 

・住宅やまちの低炭素化、エネルギーの自給 
・自然環境や生物多様性の保全再生などによる環境との共生

・地域の宝や個性の再発見・発信による魅力づくり 
・都市機能の集約と土地利用調整による地域活力の増進

・担い手育成やコミュニティ活性化による地域の自主・自立
・人と人・地域と地域の交流や連携の促進 

４
つ
の
テ
ー
マ 
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エ 懸念される事態、めざすべき将来像、重点プロジェクト 

４つの地域ごとに、2040 年を想定した「懸念される事態」とそれぞれの地域が有す

る資源、個性及び魅力を活用した「めざすべき将来像」を提示するとともに、めざす

べき将来像の実現のために、住民・団体、事業者、市町及び県が連携し、地域で重点

的に取り組むべきまちづくりの方向性を「重点プロジェクト」として提示している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 

 

 
  

４
つ
の
テ
ー
マ
に
あ
わ
せ
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト 

懸念される
事態 

めざすべき 
将来像 

重点 
プロジェクト 

都市中心部 
活力の 
低下 

競い輝く 
連たん都市 

ひょうご都市ブランド 
構築プロジェクト 

郊外住宅地 
生活機能の 

劣化 
住民主体のニュータウン 

再生プロジェクト 
住民主体の 

成熟したまち 

個性あふれる地方の 
拠点創造プロジェクト 地方都市 

拠点機能の 
低下 

個性あふれる 
地域の核 

つながりが育む 
豊かなふるさと 

「絆」による暮らし 
再生プロジェクト 多自然地域 

集落の 
荒廃 
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２ まちづくりを取り巻く状況の変化 

ア 総人口 

  兵庫県の人口は、2009 年をピークに減少局面に突入しており、2030 年には 509 万  

人まで減少（2015 年比 8.1％減）すると予測されているが、兵庫県地域創生戦略の推進

により、527 万人（2015 年比 4.7％減）をめざしている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

イ 生産年齢人口 

  現在の定義の生産年齢人口（15～64 歳）は、 2030 年には国立社会保障・人口問題

研究所による推計で 295 万人（全人口の 58％）とされているが、地域創生戦略の推進

により、300 万人台維持をめざしている。 
また、元気な高齢者が増加している中で、生産年齢人口を 15～74 歳に拡大した場合、

生産年齢人口の割合は 2040 年にかけて 70％近くを維持（1960 年代後半と同水準）す

ると予測されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：2015年までは総務省国勢調査、2020年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2013年3月）」
および兵庫県地域創生戦略推計
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ウ 年齢別人口・比率 

  2030年には3人に 1人が高齢者、5人に 1人が75歳以上になると予測されているが、

地域創生戦略の推進により、2030 年にかけて 0～14 歳人口割合の現状維持をめざして

いる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
エ 高齢者人口・高齢化率（全県） 

  県内の高齢者人口（65 歳以上）は、2015 年から 2030 年にかけて 13 万人増加する見

込である（65～74 歳人口は 17 万 4 千人減少、75 歳以上の人口は 30 万 5 千人増加。）。 
それにより、2030 年には全人口の 5 人に 1 人が 75 歳以上になると予測されている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2013年3月）」、兵庫県地域創生戦略
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オ 空き家数・空き家率 

  県内の空き家数は一貫して増加し、空き家率は 13％前後で高止まりしており、特に

淡路、但馬、丹波で空き家率が高い状況にある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

カ 小規模集落 

  県内の小規模集落数は増加（2007→2015 で約２倍）しており、多自然地域で非居住

化する地域が多数発生する恐れがある。 
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３ まちづくり基本方針の点検・評価 

(1) 点検・評価手法 

   まちづくり基本方針における「めざすべき将来像」の達成状況及び「重点プロジェク

ト」の取組状況について、以下のとおり点検・評価を実施した。 

ア めざすべき将来像の評価 

市町への調査 ・市町を対象としたアンケート調査により、地域別・テーマ別に

めざすべき将来像について達成状況を５点満点で点数化し、平

均点数を算出 

・相対的な達成状況を確認するため、平均点数が最も高い項目を

Ａ、最も低い項目をＥとして、Ａ～Ｅまで５段階に区分 

「兵庫のゆたか

さ指標」県民意識

調査の比較 

・県が毎年実施している「兵庫のゆたかさ指標」県民意識調査を

４つの地域ごとに集計し、平成 25 年度と平成 29 年度の結果を

比較 

イ 重点プロジェクトの評価 

市町への調査 ・市町を対象に、重点プロジェクトに関連する施策の実施状況調

査を実施 

・県内 41 市町を４つの地域に振り分け、地域ごとに実施割合等

を算出 

関連データの調査 ・施策等の実施によって県内の状況がどう変化したかを把握する

ため、関連するデータを調査 

 (2) 点検・評価結果 

   まちづくり基本方針における４つのテーマごとの点検・評価結果は次のとおりである。 

ア 安全・安心のまちづくり 

   (ｱ) めざすべき将来像 

安全に関する分野では、都市中心部の「災害に強い都市構造」や地方都市の「周

辺地域の災害対策拠点」の将来像実現に向け、比較的進んでいるとの評価である。

なお、多自然地域の「地域の防災減災対策の向上」の将来像実現に向けては、比較

的進んでいないとの評価である。 
安心に関する分野では、都市中心部の「都市全体が安心の拠点」の将来像実現に

向け、比較的進んでいるとの評価である。なお、地方都市の「地域生活の安心の核」

や多自然地域の「誰もが安心した暮らし」の将来像実現に向けては、平均的な進捗

度合であるとの評価である。 
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   (ｲ) 重点プロジェクト 

    ａ 住宅、多数利用建築物等の耐震化による安全の確保等 

全市町で耐震化助成等の施策を実施しており、耐震化率も着実に上昇している。 
     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

77.9%

82.4%

85.4%

79%

82%

70.4%

77.8%

86.6%

75%

80%

85%

70%

75%

80%

85%

90%

H15 H18 H20 H22 H25 H27

○具体の取組

取組内容 都市 地方 郊外 集落

住宅の耐震化助成の実施 100 100 - 100

多数の者が利用する建築物の耐震化助成の実施 54.5 12.5 - 7.1

○関連データ：住宅・多数利用建築物の耐震化率

（市町における施策の実施率（単位：%））

（住宅 兵庫県 国 ）

（多数利用建築物 兵庫県 国 ）

多自然地域の集落群

○地域の防災減災対策の向上
Ｄ事前復興まちづくり、危険地域建

築制限、災害時の対応確立

(参考)避難所等認知71.2%、災害訓練参加46.7%

○誰もが安心した暮らし
C日用品移動販売、地方都市へのア

クセス、見守り等の仕組の確立

(参考)買物等便利32.4%、高齢者の暮らし41.8%

地方都市

○周辺地域の災害対策拠点
Ｂ事前復興まちづくり、建築物の耐

震化や建替、災害時の対応確立

(参考)避難所等認知68.1%、災害訓練参加39.1%

○地域生活の安心の核
Ｃ医療施設等の充実、ユニバーサル

デザイン化、移動手段の確保等

(参考)買物等便利39.5%、高齢者の暮らし43.9%

都市中心部

○災害に強い都市構造
Ａ事前復興まちづくり、建築物安全

確保、緊急輸送路や避難路整備

(参考)避難所等認知62.9%、災害備え29.5%

○都市全体が安心の拠点
A安心した生活や活動、まちの防犯・

交通システムの整備

(参考)買物等便利66.4%、安心した暮らし77.3%

郊外住宅地

○地域の防災減災対策の向上
Ａ事前復興まちづくり、建築物安全

確保、緊急輸送路や避難路整備

(参考)入居開始が1985年以前の団地 55%

○都市全体が安心の拠点
Ｂ安心した生活や活動、まちの防犯・

交通システムの整備

(参考)ﾆｭｰﾀｳﾝ内の商業施設等も老朽化
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    ｂ 日常生活用品の調達方法の検討、配食ｻｰﾋﾞｽ等の充実等 

地方都市ほど生活関連施設が身近な場所にない傾向がある。一方、都市中心部

に比べ地方都市や多自然地域の集落群において、見守りを兼ねた配食サービスが

一定実施されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

    ｃ 集落内の移動と地方都市へのアクセス確保方策の検討等 

コミュニティバス等に関する施策の実施率は高く輸送実績も伸びている。なお、

その他のアクセス確保への支援等の施策は少ない状況にある。 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

○具体の取組

取組内容 都市 地方 郊外 集落

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱによる見守りを兼ねた配食ｻｰﾋﾞｽの実施 9.1 56.7 33.3 54.2

移動販売車の運行エリアの拡大支援 - - - 8.3

○関連データ：500m未満に生活関連施設がある住宅の割合

（市町における施策の実施率（単位：%））

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

都市中心部

地方都市

多自然地域

医療機関

ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ

公民館駅

公園バス停

緊急避難所郵便局

104 128 152 180 219 192 199 

318 

574 

1,014 
1,308 

1,707 

2,152 2,274 2,378 
2,604 

0

750

1,500

2,250

3,000

0

100

200

300

400

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

系統数 利用者数

○具体の取組

取組内容 都市 地方 郊外 集落

ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ、路線ﾊﾞｽ等の運行支援等 81.8 96.7 86.7 100

自家用有償旅客運送、市民乗り合いﾀｸｼｰ導入等 9.1 23.3 6.7 33.3

○関連データ：コミュニティバスの輸送実績（兵庫県）

（系統数）

（市町における施策の実施率（単位：%））

（千人）
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   (ｳ) まとめ（安全・安心のまちづくり） 

主に安全に関する分野では、めざすべき将来像に対し、概ね全地域で災害に強い

都市・地域づくりは進んでいる。県民意識において防災・減災等に備える取組が評

価されていること及び耐震化助成等の施策の実施により耐震化率も着実に上昇して

いることから、住宅・施設の耐震化や防災訓練の実施など、現プロジェクトを継続

すべきである。 
主に安心に関する分野では、めざすべき将来像に対し、地方等において買物・交

通等生活の安心確保が進んでいない。県民意識においても、買物等が不便と感じて

いる。加えて、日常生活や身近な交通への支援等の施策は少ないことから、多自然

地域等で生活サービス機能や交通アクセス等を維持していくため、どう取り組んで

いくのか検討が必要である。 
 

イ 環境と共生するまちづくり 

   (ｱ) めざすべき将来像 

環境・エネルギーに関する分野では、都市中心部の「エネルギー源の多様化・分

散化」の将来像実現に向け、比較的進んでいるとの評価である。なお、郊外住宅地

の「住宅・都市の低炭素化」や地方都市の「地域エネルギーの自立」等の将来像実

現に向けては、比較的進んでいないとの評価である。 
自然との共生に関する分野では、都市中心部の「緑あふれる都市空間」や多自然

地域の「自然環境等の次世代継承」の将来像実現に向け、比較的進んでいるとの評

価である。なお、地方都市の「自然気候を活かしたまちづくり」の将来像実現に向

けては平均的な進捗度合であり、郊外住宅地の「自然との共生」の将来像実現に向

けては、比較的進んでいないとの評価である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

多自然地域の集落群

○都市へのｴﾈﾙｷﾞｰの供給源
Ｄ食料・ｴﾈﾙｷﾞｰの自給自足、再生可

能ｴﾈﾙｷﾞｰの創出、都市への供給

○自然環境等の次世代継承
Ａ森林・里山等の適正管理、都会か

らの来訪、営農活動の維持・発展

(参考)自然環境保護46.9%、訪問客増加38.2%

地方都市

○地域ｴﾈﾙｷﾞｰの自立
Ｄ空き地の創エネ施設、エネルギー

の効率活用や地産地消

○自然気候を活かしたまちづくり
Ｃ歩いて暮らせるまち、公共交通活

用、緑豊かなまち、地域木材活用

(参考)自然環境保護48.1%、公共交通利便14.8%

都市中心部

○ｴﾈﾙｷﾞｰ源の多様化・分散化
Ｂ地域のｴﾈﾙｷﾞｰ利用の最適化

○緑あふれる都市空間
Ｂ緑のネットワークの形成

(参考)自然環境保護46.0%、生き物ふれあい38.6%

郊外住宅地

○住宅・都市の低炭素化（先進地域）

Ｅゼロエネルギー住宅地の開発、ス
マートコミュニティの実現

(参考)企業庁が南芦屋浜でのｴｺﾀｳﾝを取組

○自然との共生（先進地域）

Ｄまちなかの緑、ビオトープの導入、
地域と行政の協働による緑地化
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 (ｲ) 重点プロジェクト 

    ａ 創エネ施設の設置等による、地域エネルギーの自立化等 

県内各地域の４割～６割の市町において、住宅への太陽光発電システム導入に

係る支援が行われている。また、再生可能エネルギー発電量が増加している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    ｂ 住宅や建築物、まちの低炭素化の推進等 

県内の各地域で、省エネに配慮した暮らしの普及啓発が行われている。また、

長期優良住宅等の認定件数は増加している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     

0

1,000

2,000

3,000

4,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

非住宅用太陽光発電

住宅用太陽光発電

ごみ発電

バイオマス発電

小水力発電

風力発電

○具体の取組

取組内容 都市 地方 郊外 集落

住宅への太陽光発電システム導入に係る支援 45.5 63.3 40.0 66.7

○関連データ：県内の再生可能エネルギー年間発電量の推移

（百万kwh/年）

（市町における施策の実施率（単位：%））

18,379 
23,852 

28,661 
33,683 

38,827 

1 86 452 697 914 
0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

H24 H25 H26 H27 H28

長期優良住宅 低炭素建築物

○具体の取組

取組内容 都市 地方 郊外 集落

節電や省エネに配慮した暮らしの普及啓発 100 60.0 80.0 54.2

スマートコミュニティの認定及び支援 9.1 6.7 6.7 0.0

○関連データ：低炭素建築物、長期優良住宅認定戸数

（戸）

（市町における施策の実施率（単位：%））
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ｃ 都市緑化の推進による、緑あふれる空間の創造等 

県民緑税の活用による森林整備も行われ、里山林は増加している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   (ｳ) まとめ（環境と共生するまちづくり） 

主に環境・エネルギーに関する分野では、めざすべき将来像に対し、地域エネル

ギーの自立や低炭素まちづくりは進んでいない。ただ、省エネ住宅への支援等によ

り再生可能エネルギー発電量が増加していること及び 2020 年には住宅の省エネル

ギー化が義務化される見込みであることから、再生可能エネルギーの普及、建築物

や住宅の省エネ化及び太陽光設置に関する条例などの現プロジェクトを継続すべき

である。 
主に自然との共生に関する分野では、めざすべき将来像に対し、都市中心部での

緑化や多自然地域での環境保全は進んでいる。県民意識において自然環境保護の取

組は一定評価されていること、都市の緑化や多自然地域の森林整備等が実施されて

いること及び里山林も増加していることから、県民緑税を活用したまちなみ緑化や

森林整備など現プロジェクトを継続すべきである。 
 

ウ 魅力と活力あるまちづくり 

   (ｱ) めざすべき将来像 

魅力に関する分野では、都市中心部の「歴史や文化を都市の魅力」の将来像実現

に向け、比較的進んでいるとの評価である。なお、郊外住宅地の「景観や空き空間

の管理活用」や地方都市の「地域個性発見、仕事の創出」の将来像実現に向けては、

比較的進んでいないとの評価である。 
活力に関する分野では、都市中心部の「多様な都市機能の集積再編」の将来像実

現に向け、比較的進んでいるとの評価である。なお、郊外住宅地の「新たなサービ

18,418 
19,536 

20,864 
22,273 

23,557 
24,758 

15,000

19,000

23,000

27,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28

○具体の取組

取組内容 都市 地方 郊外 集落

県民緑税の活用による森林整備の実施 45.5 62.5 - 92.9

○関連データ：里山林整備面積

（ha）

（施策が実施されている市町の割合（単位：%））
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スや仕事の創出」や地方都市の「まちなかの利便性やにぎわい」の将来像実現に向

けては、比較的進んでいないとの評価である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   (ｲ) 重点プロジェクト 

    ａ 地域景観や広域景観の形成、歴史的まちなみの保全 

文化財登録や景観形成重要建造物等の指定等は増加している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

67 67 75 81 88 
19 20 21 21 21 

540 553 586 622 636 

626 640 682 724 745 

0

300

600

900

H24 H25 H26 H27 H28

景観形成重要建造物等 県登録 国登録

○具体の取組

取組内容 都市 地方 郊外 集落

国登録有形文化財への登録 90.9 68.8 － 64.3

景観形成重要建造物等の指定 22件 27件 － 39件

○関連データ：登録有形文化財、景観形成重要建造物等の件数

（件）

（市町における施策の実施率（単位：%）、景観形成重要建造物等の件数（単位：件））

多自然地域の集落群

○地域の個性と豊かな住環境
Ｄ個性ある景観の保全、空き家の適

正な管理

(参考)地域の宝55.1%、地域のまちなみ53.1%

○地域資源活用で魅力等創出
C田舎暮らしの基盤、古民家等活用、

ＩＣＴ等による生活ｻｰﾋﾞｽ

(参考)起業しやすさ5.9%、訪問客の増加38.2%

地方都市

○地域個性発見、仕事の創出
Ｄ地方独特の景観保全、地域資源

の保存・継承、新ﾋﾞｼﾞﾈｽの誘引

(参考)地域の宝48.5%、起業しやすさ6.0%

○まちなかの利便性やにぎわい
Ｅ周辺集落の中心地、中心市街地

の利便性向上、多様なﾗｲﾌｽﾀｲﾙ

(参考)駅前・商店街の活気5.1%、買物等利便39.5%

都市中心部

○歴史や文化を都市の魅力
Ａまちなみや建築物の保存・継承、

地域資源が新たな産業を誘引

(参考)地域の宝54.5%、地域のまちなみ65.6%

○多様な都市機能の集積再編
Ｂ未活用の地域資源がｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの

原動力に、様々に働く環境を整備

(参考)駅前等の活気25.9%、働きやすさ11.7%

郊外住宅地

○新たなｻｰﾋﾞｽや仕事の創出
Ｅ医療・介護・購買施設等が徒歩圏

内に立地、新しいｻｰﾋﾞｽの提供

○景観や空き空間の管理活用
Ｄ団地の文化・景観が新たな資産、

景観のﾙｰﾙ化、住宅地の維持管理
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    ｂ 空き地、空き家対策の推進による地域の活性化等 

空き家関連条例の制定による適正な管理の推進や老朽危険空き家の除却に対す

る支援が行われている。空き家及び空き家率は今後も増加する見込みである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    ｃ 地域資源の活用やまちの魅力向上による新たなしごとの創出等 

地方都市ではまちなかの賑わいづくりの取組が少ない傾向にある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

273 287 300 311 321

36 47 61 77 94
13.0%

16.3%
20.4%

24.8%
29.3%

0.0%

10.0%
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40.0%

0

100

200
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400

H25 H30 H35 H40 H45

住宅総数 空き家数 空き家率

○具体の取組

取組内容 都市 地方 郊外 集落

空き家関連条例の制定による適正な管理の推進 45.5 62.5 － 50.0

老朽危険空き家の除却に対する支援 54.5 43.8 － 57.1

○関連データ：今後の空き家数、空き家率の見込み

（万戸）

（市町における施策の実施率（単位：%））

5,435 

9,032 
8,089 

2,526 
3,940 

5,780 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

○具体の取組

取組内容 都市 地方 郊外 集落

新たな特産品の開発支援 54.5 50.0 33.3 58.3

新たなﾋﾞｼﾞﾈｽの立ち上げに関する支援 81.8 53.3 53.3 58.3

○関連データ：商業集積地区の事業所数

（箇所）

H14 H26 H14 H26 H14 H26

～10万人 10～50万人 50万人～

（市町における施策の実施率（単位：%））
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   (ｳ) まとめ（魅力と活力あるまちづくり） 

主に魅力に関する分野では、めざすべき将来像に対し、地方において景観保全や

地域資源の活用が進んでいない。ただ、県民意識において地方でも地域の景観や資

源が残っているとの評価があること及び文化財登録や景観形成重要建造物等の指定

等は増加していることから、地域の歴史・文化・資源をどのように維持し、またど

う活用して仕事や魅力に結び付けていくのか検討が必要である。 
主に活力に関する分野では、めざすべき将来像に対し、多くの地域でまちなかの

賑わい等の創出が進んでいない。また、県民意識においても駅前・商店街の活気が

ないこと及び地方都市におけるまちなかの賑わいづくりの取組が少ないことから、

まちの賑わいや活力をどのように創出していくのか検討が必要である。 
 

エ 自立と連携のまちづくり 

   (ｱ) めざすべき将来像 

多様なライフスタイルやコミュニティ、それを踏まえた住まい方に関する分野で

は、地方都市の「多様な人々による交流」の将来像実現に向け、比較的進んでいる

との評価である。なお、都市中心部の「多様な住まい方、多様な交流」や郊外住宅

地の「多世代による多様なコミュニティ」の将来像実現に向けては、比較的進んで

いないとの評価である。 
広域的な連携によるまちの維持・暮らしの維持に関する分野では、地方都市の「広

域的なまちづくり」や多自然地域の「集落の暮らしの維持」の将来像実現に向け、

比較的進んでいないとの評価である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

多自然地域の集落群

地域への愛着と新たな担い手
Ｅ祭りや伝統の継承、村ﾋﾞｼﾞｮﾝの策

定、都市住民と地域住民との交流

(参考)地域への関心71.4%、地域への愛着等68.4%

○集落の暮らしの維持
Ｄ近隣集落等への移住による集落

の維持、定住者・来訪者の増加

(参考)高齢者の暮らし41.8%、働きやすさ6.1%

地方都市

○多様な人々による交流
Ｂ田舎暮らし愛好家等の居住・交流、

地域の活動・交流の拠点

(参考)地域への関心70.5%

○広域的なまちづくり
C広域連携による機能や人材確保、

まちなかの賑わい、広域的な祭り

(参考)駅前等の活気5.1%

都市中心部

○多様な住まい方、多様な交流
Ｄｺﾚｸﾃｨﾌﾞﾊｳｼﾞﾝｸﾞなど多様な住まい

方の選択、新たなﾈｯﾄﾜｰｸの提供

(参考)仕事と生活の両立62.8%

○広域的なまちづくり
Ｄ各都市が必要な機能を分担、先進

医療施設や国際研究機関が集積

(参考)駅前等の活気25.9%、地域活動参加35.2%

郊外住宅地

○多世代による多様なｺﾐｭﾆﾃｨ
Ｄ様々なﾗｲﾌｽﾀｲﾙが可能、多世代が

バランスよく居住

○高齢者の活躍、地域ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
Ｃ多様な人材が空き店舗等で活動を

通じて交流、住民主体のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

- 15 -



 

 

   (ｲ) 重点プロジェクト 

    ａ 多様なライフスタイルに応じたまちなか居住の推進等 

三世代同居など多様な住まい方に関する支援は少なく、三世代同居の世帯は減

少している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    ｂ 地域住民主体の集落の維持と自立への支援等 

県では地域再生大作戦を展開しており、地域再生アドバイザーの派遣や自治会

活動等に関する取組を行っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

187,400 

155,300 
142,400 

115,300 
91,800 

10.5%

8.2%
6.9%

5.3%
3.9%

0.0%

3.0%

6.0%

9.0%

12.0%

15.0%

0

40,000

80,000

120,000

160,000

200,000

H5 H10 H15 H20 H25

三世代同居 三世代同居率

○具体の取組

取組内容 都市 地方 郊外 集落

三世代同居等を目的とした住宅の購入等の補助 36.4 23.3 20.0 25.0

○関連データ：三世代同居の世帯の推移

（世帯）

（市町における施策の実施率（単位：%））

16
23

53
44 44 48

59

74

55

0

20

40

60

80

100

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

○具体の取組

取組内容 都市 地方 郊外 集落

地域再生ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰの派遣による集落活動維持等 - - - 33.3

集落活動の維持等に関する自治会活動費用助成 27.3 36.7 13.3 50.0

○関連データ：地域再生大作戦の新規採択地区数

（地区）

（市町における施策の実施率（単位：%））
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    ｃ 地域経営のための担い手育成等 

ふるさとひょうご創生塾の開催などにより、地域づくりのリーダー育成を図る

とともに、マンション・景観・復興等の分野において、まちづくりに関するアド

バイザーを派遣している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   (ｳ) まとめ（自立と連携のまちづくり） 

主に多様なライフスタイルやコミュニティ、それを踏まえた住まい方に関する分

野では、めざすべき将来像に対し、都市での多様なコミュニティの形成や地域内外

の交流が進んでいない。また、多様な住まいの支援やコミュニティづくりの取組は

少ないことから、多様なコミュニティや交流を実現していくため、住まいや空間は

どうあるべきか検討が必要である。 
主に広域的な連携によるまちの維持・暮らしの維持に関する分野では、めざすべ

き将来像に対し、集落維持や都市の広域まちづくりの取組が進んでいない。地域再

生アドバイザーの派遣や地域づくりのリーダー育成は実施しているものの、地方都

市や多自然地域において、まちや集落をどう維持・運営していくのか検討が必要で

ある。 
 

(3) 検討テーマの選定 

   まちづくり基本方針の点検・評価を踏まえて、重点プロジェクト検討にあたっての論

点を整理し、県としての優先度やまちづくり分野との関連性を踏まえ、以下のとおり対

象地域及びテーマを絞り込み、取組方策の検討を行うこととした。 
  

106 108

133

109

141

84

45 50

70 73

40 46 39
30

44 45 45 43 38
30

51
38

0

40

80

120

160

H7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

マンションアドバイザー

景観アドバイザー

復興まちづくりアドバイザー

まちづくりアドバイザー

景観コンサルタント

復興まちづくりコンサルタント

まちづくりコンサルタント

○具体の取組

取組内容 都市 地方 郊外 集落

ふるさとひょうご創生塾の開催、受講支援 94人 9人 － 10人

ひょうご地域再生塾の開催、受講支援 － － － 198人

○関連データ：まちづくりに関するｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣数

（件・地区）

（※ アドバイザー派遣は件数、コンサルタント派遣は地区数）

（過去５年間の受講人数（単位：人））
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継続：災害の備えとなる耐震化等、更に取組を継続 

検討：生活サービス機能や交通アクセスの維持 

安全 

安心 

継続：再エネの普及、住宅等の省エネ化等の取組継続 

継続：緑化や森林整備などの取組を継続 

環境 

共生 

検討：歴史・文化等を維持・活用し仕事や魅力へ転換 

検討：まちの賑わいや活力の創出 

魅力 

活力 

検討：多様なコミュニティの実現 

検討：地方都市や多自然地域の維持・運営 

自立 

連携 

多自然地域における生活の

安心確保 

～住民主体による集落での

安心した暮らしの実現～ 

地方都市における魅力と活

力の創出 

～歴史的資源を活かした観

光・交流の推進～ 

《選定テーマ》
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４ 取組方策の検討 

(1) 多自然地域における生活の安心確保  

  ア 現状と課題 

    交通アクセス機能、生活サービス機能及び集落機能の状況等について、過疎地域の

区域を含む市町を対象としたアンケート調査を行うとともに、生活の安心確保に向け

て参考となる取組を行っている豊岡市、養父市、朝来市、宍粟市及び佐用町を対象と

したヒアリング調査を行うことにより、現状と課題の把握を行った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・事業採算性が確保できる路線は民間主

体でバスを運行 

・路線バスの運行は困難だが、一定需要

のある路線は市町がコミュニティバス

等を運行 

・交通空白地帯の一部では、地域のニー

ズと実情に応じて、住民が主体的に地

域公共交通を確保 

・利用者が減少しており、路線や便

数が減少 

・制度上の制約や効率の面から、住

民ニーズに合った路線設定等がで

きない 

・事業実施に必要なノウハウや人材

が不足しており、取組が拡がって

いない 

現  状 課  題 

交
通
ア
ク
セ
ス
機
能 

・医療や買物等に対するニーズが多様化

し、住民の大半は、サービスが充実し

た大規模拠点を利用 

・移動困難な高齢者の多くは、親族や近

隣住民の支援を得ながら、医療サービ

スや生活必需品等を確保 

・このほか、生活サービス機能の補完と

して、ネット通販や個別配送、移動販

売などの民間サービスを上手に活用し

ている人もいる 

・交通アクセス機能の確保や大規模

拠点の生活サービス機能の維持が

必要 

・親族や近隣住民の高齢化や移転等

もあり、継続的支援が困難となる

可能性がある 

・民間事業のため、需要の減少等に

よりサービスの継続が難しくなる

可能性がある 

 

生
活
サ
ー
ビ
ス
機
能 

・一部では、集落の小規模化、高齢化に

より、集落機能が低下 

 

・市町の主導により、旧小学校区を範囲

とした地域自治組織の立ち上げが進ん

でいる（４市町、71 地区で設置済） 

 

・共同作業の減少により、田畑や山

林の荒廃や獣害の増加などが進ん

でいる 

・集落機能の維持に向けた、自主的

な取組に至っておらず、住民の自

主的な取組を後押しするためのし

かけが必要 

集
落
機
能 
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（参考）取組事例 

 ①豊岡市の取組 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ②佐用町の取組 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ③朝来市の取組 

 
  

○ 周辺人口や業務機能の集積等を考慮し、路線を４段階に区分

○ それぞれ、事業者、市、地域が運営を分担し、相互に連携

市街地循環バス
「コバス」

路線バス（全但バス）

市営バス「イナカー」

地域主体交通「チクタク」

③ 地域拠点間の移動性確保（路線バス休止対応） 【市】

② 中心市街地・地域拠点間の移動性確保 【民間】

① 市街地の回遊性確保 【市】

④ 交通空白地帯における地域課題の解決 【地域】

〈 バス路線の役割分担・ネットワーク化〉

《 地域主体交通 「チクタク」 の運営 》 ※ 出石町（小野・奥山）、但東町（資母・合橋）の４地域で運営

• 市所有の車両を使用し、地元の有償ボランティアが交代で運転
• 週３回、近くの病院やスーパーなどへ１日３往復程度運行（運賃は距離に応じ100～200円）

• おおよその運行ルートはあるが、予約に応じて自宅まで送迎
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  イ 検討の考え方 

   (ｱ) 検討の流れ 

現状や課題を踏まえた取組方策の検討に当たっては、住民主体の活動ができない

地域における生活サービスや交通アクセスそのものの検討が必要であること、集落

において支えるべき「もの」とその「担い手」を整理し、それに即した検討が必要

であること、集落の将来予測を踏まえた検討が必要であること等を踏まえ、集落の

将来予測も踏まえた集落の類型化を行い、支えるべきもの等を整理した上で取組方

策を検討することとした。 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  (ｲ) ３つの視点 

暮らしの安心確保に向け、以下の３つの視点をもとに、集落及び集落群の現状や

将来像を踏まえた選択型の取組方策を検討する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

① 類型化
地域自治組織のみで課題解
決は困難。集落の区分が必要

集落群の人口、高
齢化率から区分

〈 背景 〉

② 将来予測
集落の将来の姿を踏まえた検
討が必要

地理的条件等も考
慮して将来予測

〈 検討項目 〉

③ 「支えるべきもの」と「支
える者」を整理

集落ごとに即地的な対応が必
要

集落ごとに支えるべ
きもの等を整理

④ 取組方策の検討
生活の安心確保に向けた広域
的な取組を誘導・底上げ

選択可能な取組方
策を整理

住民や地域の支えあい 

民間事業活動等との連携 

セーフティネットの構築 

住民一人ひとりが、日常生活圏としてつながりのある集

落群内で相互に支え合う 

生活や地域を支えるための事業活動等を行う民間や大学

等と連携する 

住民一人ひとりの暮らしを尊重し、セーフティネットと

して行政が暮らしの基盤を支える 
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   (ｳ) 集落群の類型化 

集落単体による活動には限界があるため、

今後は複数の集落（集落群）が連携して活動

を行う必要があることから、集落群単位で検

討を行う。 
集落群の捉え方については、地域によって

は街道沿いや水系等の単位とすることも考え

られるが、生活圏の成り立ち等を考えると、

昭和時代の村単位（旧小学校区や公民館単位

など）で捉えるべきである。 
集落群の類型化に当たっては、集落群の人

口や活動体制等の状況により支援のあり方は

異なることから、担い手の多さにより分類す

ることとし、具体には集落群（旧小学校区単

位）を人口・高齢化率を基にⅠ～Ⅲに類型化

したうえで、それに即した取組方策の検討を

行うこととした。 
 
 

 
 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
  ウ 各集落群に応じた取組方策 

集落群ごとの現況分析及び将来予測を踏まえて、課題とそれを支えるべきものと支

える者を整理したうえで、取組方策を検討する。 

また、将来予測は取組方策を講じなかった場合の姿で、課題も含んでいる。 

   (ｱ) 集落群Ⅰ 

    ａ 現況分析及び将来予測 

〔集落群の分類方法イメージ〕 

〔集落群Ⅰ～Ⅲのイメージ〕 

集落群Ⅰ

集落群Ⅱ

集落群Ⅱ

集落群Ⅱ

集落群Ⅲ集落

幹線道路

旧町中心部等を中心と
した集落群

担い手 少多

旧町中心部等に隣接・
近接した集落群

旧町中心部等から離れる等
立地条件の不利な集落群

集落群Ⅰ 集落群Ⅱ 集落群Ⅲ

旧町の役場周辺

立地条件 不利有利
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集落群Ⅰは旧町中心部等を含む集落群で、担い手も比較的多く存在する。現況

においては、集落活動は維持され、日常生活サービス施設も一定存在するなど日

常生活は集落群内で維持されている。しかし、将来においては、集落の活動・機

能は維持できるが、観光・地域産業の担い手が減少し、その維持が困難となるこ

とが予測される。 

そのため、民間事業者や地域自治組織による観光・地域産業の活性化及び定住

人口の維持が必要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ｂ 取組方策及び支援策 

     ○まちづくり 

地域産業等の活性化については、生活や地域を支える観光・地域産業の担い手

育成や異業種関連携等による地域産業の魅力向上に向け、人材育成や異業種間連

携等への支援が支援策として考えられる。 

移住・定住の促進については、田舎暮らしの情報発信や移住者用住宅・交流拠

点の整備等に向け、活動費や施設整備費等への助成が支援策として考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

〔 現 況 〕

・旧町中心部等を含む集落群
・集落活動は維持
・日常生活サービス施設が一定存在し、日常生活は集落群内で維持
・複数の主要幹線が交差する等、交通ネットワークの拠点
・観光・地域産業の拠点で、他の集落群の住民の働き場

・元気な高齢者が存在し、集落活動は維持
・日常生活サービス・交通アクセスは維持
・観光・地域産業の担い手が減少し、その維持が困難

観光・地域産業の活性化及び定住人口の維持

〔 将 来 予 測 〕

〔支えるべきもの〕

民間事業者、地域自治組織※〔 支 え る 者 〕

※概ね小学校区を範囲とし、自治会・町内会等から構成され、地域課題を自ら解決するための組織。

課題

現状
維持
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   (ｲ) 集落群Ⅱ 

    ａ 現況分析及び将来予測 

集落群Ⅱは旧町中心部等に近接・隣接した集落群で、主要幹線沿いで交通アク

セスは良好である。現況においては周辺への交通アクセス確保により日常生活を

維持しているが、集落群内の働き場が減少し、その維持が困難となっている。将

来においては担い手が減少するため、集落活動の維持困難、日常生活サービス・

交通アクセスの低下、集落群内の働き場の消失が予測される。 

そのため、地域自治組織が主体となり（広域的・専門的な課題に対しては地域

自治組織の連合体が主体となることも想定）、集落活動の維持、日常生活サービ

ス・交通アクセスの向上及び農産物・特産品等の開発・生産・販売等の育成が必

要となる。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

  ｂ 取組方策及び支援策 

     ○まちづくり 

集落活動の機能確保については、草刈等の共同作業・鳥獣対策・防災活動等の

広域的な実施に向け、活動費等への助成が支援策として考えられる。 

日常生活サービスの機能確保については、移動販売・宅配サービス業者の誘致

や閉鎖店舗を活用した店舗経営・買物代行サービスの実施に向け、活動・運営費

等への助成やアドバイザー・コンサルタント派遣が支援策として考えられる。 

交通アクセスの機能確保については、地域主体のデマンドバス・デマンドタク

シーの運営や民間と行政の連携によるバス事業の実施に向け、活動・運営費等へ

の助成やアドバイザー・コンサルタント派遣が支援策として考えられる。 

コミュニティビジネス等の育成については、特産品の商品開発・農産物の試験

栽培や地域の農産物を活用したレストランの開設・運営等に向け、活動費等への

助成やアドバイザー・コンサルタント派遣が支援策として考えられる。 

 

〔 現 況 〕

・旧町中心部等に近接・隣接した集落群 ・集落活動は維持
・日常生活サービス施設は少ないが、公共交通により周辺施設へのアク
セスを確保し日常生活を維持 ・主要幹線沿いで交通アクセスは良好

・集落群内の働き場が減少し、その維持が困難

・集落活動の担い手が減少し活気が失われ、維持が困難
・日常生活サービス施設の撤退、公共交通の便数・路線減少に

より、日常生活サービス・交通アクセスが低下
・集落群内の働き場が失われる

・集落活動の維持 ・日常生活サービス、交通アクセスの向上
・農産物・特産品等の開発・生産・販売等の育成

〔支えるべきもの〕

地域自治組織、地域自治組織の連合体〔 支 え る 者 〕

〔 将 来 予 測 〕

課題

課題

課題
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     ○体制づくり 

前述の方策に取り組むためには、担い手の育成や関係組織との連携などの体制

づくりが必要となる。 

担い手の育成・活動計画の策定については、地域自治組織の立ち上げや集落の

生業も含めた集落群の将来計画づくり等に向け、活動費等への助成やアドバイザ

ー・コンサルタント派遣が支援策として考えられる。 

関係組織との連携・育成については、民間事業者・大学・中間支援組織との連

携による取組の補完・強化等に向け、民間事業者・大学等へのインセンティブの

付与や事業・中間支援の実施希望者への講習・ネットワーク化が支援策として考

えられる。 
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（参考）地域自治組織・中間支援組織による取組方策（イメージ） 

住民主体による集落での安心した暮らしの実現に向けて、地域に必要な生活サー

ビスや交通アクセス等の機能を補完する地域自治組織の機能強化が考えられる。ま

た、そのためには住民主体のまちづくりを支援する中間支援組織の育成も必要であ

る。 
こうしたことから、県・市町が連携して中間支援組織を支援し、地域自治組織の

活動を活発化するための取組イメージの一例を以下のとおり提示する。 

《取組スキーム(イメージ)》 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

《取組の流れ(イメージ)》 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

STEP ①

地域自治組織の立ち上げ

STEP ②
調査 ・ 分析検討

STEP ③
事業計画の策定

STEP ④
事業の実施

中
間
支
援
組
織
に
よ
る
取
組
支
援

県

・

市

町

に

よ

る

取

組

支

援
STEP ⑤

事業継続に向けた取組

見

直

し

中

間

支

援

組

織

市

町
県

地
域
自
治
組
織
（
事
務
局
）

集落

・・・

立ち上げ
支 援集落

集落

集落

協力･支援

協力･支援

協力･支援

協力･支援

情報提供

財政支援

アドバイザー派遣

業務委託

実施支援

財政支援（包括交付金）

情報提供

・データ分析
・アンケート調査

・ワークショップ
・人材育成

（研修会等）
など

集落レベル 旧小学校レベル 市町レベル 県レベル

《 実施主体 》 〈 サポーター 〉 〈 パートナー 〉 〈 アドバイザー 〉
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 (ｳ) 集落群Ⅲ 

    ａ 現況分析及び将来予測 

集落群Ⅲは旧町中心部等から離れた集落群で、主要幹線からも離れて不利な立

地条件である。現況においては集落活動に支障が生じており、日常生活サービス

施設もないことから、住民の相互扶助により日常生活を維持している。将来にお

いては担い手が失われ、集落活動の維持不可能、日常生活サービス・交通アクセ

スの維持困難等が予測される。 

ＳＴＥＰ ① 地域自治組織の立ち上げ ： 住民自治による地域課題に取り組む組織を構築

概

要

・ 構成 ： 概ね小学校区を範囲とする、地縁型組織（自治会、町内会等）や目的型
組織（消防団、営農組合等）等の団体

・ 目的 ： 人口減少、高齢化に伴う地域課題を住民自らが解決していくための組織

〔市町の役割〕

・ 目的の明確化（市町条例の制定）、財源の確保（交付金制度の創設）、支援体
制の確保（地域職員の配置）など、地域自治組織の支援体制を整備

ＳＴＥＰ ⑤ 事業継続に向けた取組 ： 継続的な事業の点検・見直し と 後継者の育成

概

要

・ 継続的な事業の見直し（磨き上げ） と 次世代のリーダーとなる人材の発掘

〔中間支援組織の役割〕

・ 協議会の横の繋がりと事業の磨き合いを支える意見交換会の実施
・ 次世代のリーダー育成のための研修会の実施

ＳＴＥＰ ② 調査・分析検討 ： 住民同士の話し合いを通じた地域の課題と将来像の共有

概

要

・ 各集落の現況・将来予測 及び 住民アンケートの実施

・ ワークショップによる課題の発見 や 解決方策の検討

・ 地域のまちづくり目標、活動方針等を定めた地域まちづくり計画の策定

〔中間支援組織の役割〕

・ 現況・将来予測データ、アンケート調査表の作成、集計、分析など

・ ワークショップの運営支援、ファシリテーター業務、結果資料のとりまとめ

ＳＴＥＰ ③ 事業計画の策定 ：まちづくり計画や実施組織の検討

概

要

・まちづくり計画の策定、部会の設置、組織の法人化など事業実施体制の構築

〔中間支援組織の役割〕

・ 専門家等の招聘、先進事例の紹介等による事業の選択肢の提示
・ 組織の法人化等に対するアドバイスの実施（状況によってアドバイザーを派遣）

ＳＴＥＰ ④ 事業の実施 ： 地域の実情にあった課題解決のための事業を住民自らが実施

概

要

・ 住民相互の協力のもと、地域が主体となった事業を実施

〔中間支援組織の役割〕

・ 法人化の支援、事業運営上のアドバイスを実施、各種助成制度の活用等支援
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一方で、その条件の悪さから、IT 企業の新たな立地や ICT 等を活用した働き方

の構築がしやすいため、新たな可能性を持つとも言える。 

地域主導ではなく行政主導による、集落活動の再構築や日常生活サービス・交

通アクセスの維持が必要となる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    ｂ 取組方策及び支援策 

     ○まちづくり 

日常生活サービスの機能確保については、民間と行政の連携による移動販売・

宅配サービスの実施や医療・福祉と連携した宅配・配色サービス等の実施に向け、

行政等による直接事業施行が考えられる。 

交通アクセスの機能確保については、自動車免許を持たない高齢者等を対象と

したタクシーチケットの配布に向け、行政等による直接事業施行が考えられる。 

集落の新たなあり方の検討・実施については、集落活動の再構築に向けた集落

再編（行政区再編・集落間連携・移転等）や段階的移住に向けたに地域居住等の

検討・実施に向け、集落の再編方法に関するガイドライン作成や二地域居住など

段階的居住等への支援が支援策として考えられる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〔 現 況 〕

・旧町中心部等から離れた集落群 ・集落活動に支障が発生
・日常生活サービス施設がないため、自家用車を活用して住民の相互
扶助により日常生活を維持

・主要幹線から離れ、不利な立地条件 ・集落群内に働き場がない

・担い手が失われ、集落活動の継続不可能
・高齢化により自家用車の利用ができず、日常生活サービス・交通

アクセスの維持が困難
（・IT企業の新たな立地やICT等を活用した働き方）

集落活動の再構築、日常生活サービス・交通アクセスの維持〔支えるべきもの〕

行政〔 支 え る 者 〕

〔 将 来 予 測 〕

可能性

課題

課題
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     ○体制づくり 

前述の方策に取り組むためには、ICT 等の新技術を活用し、より効果的な方策

を実施するための体制づくりが必要である。 

新技術の活用については、ICT 等による遠隔診療や自動運転等の新技術の活用

に向け、新技術の導入支援が支援策として考えられる。 

 
 
 
 
 
  エ まとめ 

今回の検討では、類型化した集落群ごとに取組方策と支援策を提示してきたが、実

際には個別の集落群や集落の現状は様々であり、即地的に取組んでいく必要がある。

このため、提示した各方策は類型化した集落群ごとに限定するものではなく、集落群

や集落の実情に応じて、方策１から方策１０の中から必要な取組を選択することを想

定し、パッケージでオーダーメイド型の取組方策としてとりまとめている。 

また、具体のまちづくりに取り組むに当たっては、以下の点に留意しておく必要が

ある。 

・日常生活の安心を考えた時に、災害対策も重要であることから、どの場所で災害

が発生しやすいかなど、防災の観点を踏まえた検討が必要 

・地域自治組織や中間支援組織の形態は多様であることから、体制づくりについて

検討が必要 

・ＩＴ等の新技術は若い人には使えても、高齢者等には使いこなせない場合がある

ことに留意することが必要 

・人口減少が進むなか、集落を閉じた場合には環境の維持等が必要となることから、

集落の集約についての検討が必要 

・まちづくりにおいては地域による自己決定が基本ではあるが、行政が重点的に取

り組むべき地域や方策などを示すことも必要 
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（次頁に概要版を掲載） 
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技

術
の
活

用
 

・
I
CT

等
に
よ

る
新
し

い
技

術
（

ネ
ッ

ト
通
販

、
ド

ロ
ー

ン
配

送
、
遠

隔
診
療

、
自
動

運
転
、

無
人

店
舗
、

行
政
手

続
オ
ン

ラ
イ
ン

化
等

）

の
活
用

 

方
策
１

：
地

域
産
業

等
の
活

性
化
 

・
生
活

や
地

域
を
支

え
る
観

光
や
地

域
産
業

の
担
い

手
育

成
 

・
異
業

種
間

連
携
等

に
よ
る

地
域
産

業
の
魅

力
向

上
 

方
策

５
：

交
通

ア
ク
セ

ス
の
機

能
確
保

 

・
地

域
主

体
の

デ
マ
ン

ド
バ
ス

・
デ
マ

ン
ド
タ

ク
シ
ー

の
運

営
 

・
民

間
と

行
政
の

連
携

に
よ
る

バ
ス
事

業
の
実

施
 

・
自

動
車

免
許

を
持

た
な

い
高

齢
者

等
を

対
象

と
し

た
タ

ク
シ

ー

チ
ケ
ッ

ト
の

配
布
 

 

取
組

の
方

向
性

 
暮

ら
し

の
安
心

確
保
に

向
け
、
３

つ
の
視

点
を

も
と
に

、
集

落
及

び
集
落

群
の
現

状
や

将
来
像

を
踏
ま

え
た
選

択
型
の

取
組
方

策
を
検

討
 

①
住

民
や

地
域
の

支
え
あ

い
 

住
民

一
人

ひ
と
り

が
、

日
常

生
活

圏
と
し

て
つ

な
が

り
の

あ
る

集
落
群

内
で
相

互
に
支

え
合

う
 

②
民

間
事

業
活
動

等
と

の
連
携

 

生
活

や
地

域
を
支

え
る

た
め

の
事

業
活
動

等
を

行
う

民
間

や
大

学
等
と

連
携
す

る
 

③
セ
ー

フ
テ
ィ

ネ
ッ
ト

の
構
築

 

住
民

一
人

ひ
と

り
の

暮
ら

し
を
尊

重
し
、

セ
ー

フ
テ

ィ
ネ

ッ
ト

と
し

て
行
政

が
暮
ら

し
の
基

盤
を
支

え
る

 

集
落
群

（
旧
小

学
校
区

単
位
）

を
20

10
年

及
び

20
4
0
年
（

ま
ち
づ

く
り
基

本
方

針
の
想

定
年
次

）
の
推

計
人
口

・
高
齢

化
率

を
基
に

Ⅰ
～
Ⅲ

に
分
類

し
、
取

組
方
策

を
検

討
 

ま ち づ く り 

体 制

づ く り

課
題

 

現
状

 
維

持
 

可
能

性

Ⅰ
 

Ⅰ
 

Ⅱ
 

Ⅱ
 

Ⅲ
 

Ⅱ
 

Ⅲ
 

Ⅱ
 

Ⅲ
 

Ⅱ
 

Ⅱ
 

Ⅲ
 

課
題

 

課
題

 

課
題

 

課
題

 

課
題
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  （参考）取組事例 

   ①ＮＰＯによる地産地消レストランの経営（三重県伊賀市）〈方策４、６関係〉 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   ②行政主導による公共交通再編（兵庫県宍粟市）〈方策５関係〉 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   ③地域・行政・大学等と連携した計画策定（青森県平内町）〈方策８、９関係〉 
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   ④オンライン医療（受診＋服薬指導）の実施（兵庫県養父市）〈方策 10 関係〉 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   ⑤その他の県内事例 

場所 活動概要 関係する方策 

多可町岩座神 過疎化と高齢化による担い手不足により鎌倉時代から

続く棚田が減少するなか、棚田の風景を継承するため、

都市住民の参加による「棚田オーナー制度」の開始、景

観形成等住民協定の締結、大学と連携した自然交流イベ

ント等を実施。 

②移住・定住 
⑥コミュニティ

ビジネス 
⑨関係機関連携 

姫路市末広 全体の 95％が森林である地域において、放棄林や放棄

農地の解消や里山の再生を目的に、昭和 56 年頃から様々

な活動を開始し、現在でも雑草木刈払いや作業道の舗装

などの里山保全事業に取り組んでいる。 

③集落活動 

佐用町江川 人口減少・高齢化が進むなか、地域づくり協議会が中

心となって、「ふれあい喫茶」により地域交流を推進する

とともに、コミュニティバス「江川ふれあい号」の運行

により交通アクセスを確保。 

④日常生活サー

ビス 
⑤交通アクセス 
⑧活動計画策定 

豊岡市竹野浜 海水浴客の減少により地域産業の衰退が進むなか、地

域活性化に向け、手作り行灯を使って夜の路地を照らす

「ロジナリエ」、地元目線でのマップづくり・まち歩きな

ど「ブラタケノ」を実施。それらの活動を通して地域住

民の交流促進、担い手育成にも寄与。 

①地域産業等 
⑧担い手育成 

淡路市生田 地域内の保育所・小学校が廃校となり、地域活性化に

向け、休耕田対策としてそばの栽培、「そば花まつり」の

開催、廃所になった保育所を改修し「そばカフェ生田村」

の運営等を実施。「そばカフェ」は人気となり淡路の新た

な名所となった。 

③集落活動 
⑥コミュニティ

ビジネス 

 
  

- 33 -



 

 

(2)  地方都市における魅力と活力の創出  

  ア 現状と課題 

    歴史的資源の把握状況、歴史的資源を活用した取組状況、今後の取組や課題等につ

いて、歴史的資源が残る市町を対象としたアンケート調査を行うとともに、魅力と活

力の創出に向けて参考となる取組を行っている篠山市、丹波市、宍粟市等を対象とし

たヒアリング調査を行うことにより、地区ごとの現状と課題の把握を行った。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

・市は歴史地区景観まちづくりとしてま

ちなみ景観保全・景観形成事業を実施

（H5～） 

・歴史的建造物をカフェ･ギャラリー等と

して活用する取組が民間ベースで進行 

・近年は城下町全体で城下町ホテルの取

組が広がる 

・市は引き続き歴史地区の基盤整備

を実施 

・民間は歴史的資源のリノベーショ

ン・活用により観光まちづくりを

主導 

現状（取組状況） 課題（今後の方向性） 

篠
山
市
（
城
下
町
地
区
） 

・中心市街地活性化事業（平成 21 年から

平成 33 年(現在２期目））として市と

TMO が歴史的建築物を活用した事業を

実施 

 ※旧柏原町時代も中心市街地商業活性

化事業を実施 

・歴史的建築物等の積極的な利活用

をすすめ、観光客や交流人口の拡

大等「人の行き交い」を創出する

エリアマネジメントの展開 

・（株）まちづくり柏原の持続的な取

組に向け、補助事業に頼らない事

業体制の構築（利活用のしくみや

収益事業の強化など） 

丹
波
市
（
柏
原
地
区
） 

・山崎中心市街地活性化委員会（民間団

体）が「山崎中心市街地活性化基本計

画」を策定し、それに基づく取組を実

施 

・市は商工観光課が中心となった取組で、

都市整備や地域創生の部局は必要に応

じて連携 

・民間の取組を後押しするため、市

の歴史まちづくり方針 

・補助金に頼らない事業体制の構築 

宍
粟
市
（
山
崎
地
区
） 

・現在の取組状況は地域によって異なり、

行政による保存地区指定や景観形成等

の支援が行われるとともに、民間主導

による多用途での活用の取組が行われ

ている地区がある一方、歴史的資源の

発掘や多用途での活用の取組が進んで

いない地区も存在する 

・観光まちづくりの推進や交流の促

進に向けて、行政による歴史地区

のまちづくり方針の提示、基盤の

整備、民間事業者の発掘や育成 

・歴史的資源を面的に発掘、改修し、

多用途での活用に向けて、補助金

等に頼らない民間主導の事業スキ

ームの構築と支援 

ま
と
め 
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（参考）取組事例 

 ①篠山市の取組 

 

   

〔取組状況〕

○ 市は歴史地区景観まちづくりとしてまちなみ景観保全・景観形成事業を実施（H5～）

具体の

取 組

篠山市

・景観形成重要建造物の修景整備
・重伝建地区等の無電柱化、城下町区画街路の美装化
・まちなみ整備・空き家活用等の助成、景観形成支援の補助
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 ②丹波市の取組 

 
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ③宍粟市の取組 

 

   

八幡神社の門前町として､また柏原藩の城下町として栄え、現在の町割りは城下町後期の姿をほ
ぼ残している。武家屋敷や町家、細い路地､水路など面影を残した風情あるまちなみとなっている。

〔歴史的資源〕 柏原八幡宮、柏原藩陣屋跡、長屋門、たんば黎明館、市役所柏原支所など

地区の概要：柏原地区（約１６ha）

宍粟藩の城下町として、陣屋、武家屋敷町家で構成された地区で、商家や造り酒屋などの貴重
な建物や城下町の名残のある古いまちなみが残っている。

〔歴史的資源〕 陣屋門、武家屋敷、歴史的商家、酒蔵など

地区の概要：山崎地区（約８１ha）
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イ 検討の考え方 

   (ｱ) 検討の流れ 

現状や課題を踏まえた取組方策の検討に当たっては、歴史的資源以外も活用して

魅力と活力を創出していくという発想による取組の検討が必要であること、まちづ

くり会社の取組だけでなく、現在行われている NPO などによる小さな取組との両

立を踏まえた検討が必要であること、ストーリーやテーマを設定し、複数の資源の

連携による広域的な取組へと誘導する検討が必要であること等を踏まえ、活用して

いく資源の範囲を整理し、民間の多様な取組等を踏まえたうえで取組方策を検討す

ることとした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
    (ｲ) ３つの視点 

歴史的建造物を舞台に地域に存在する資源を活かしたまちづくりの推進に向け、

以下の３つの視点をもとに取組方策を検討する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 活用していく資源の範
囲を検討

歴史的資源以外でも魅力と活
力の創出は可能

歴史的資源の位置
づけを整理

〈 背景 〉

② 民間の取組や国の動
向を踏まえ、今後の展
開を検討

民間の多様な活動に対する支
援が必要

既存の取組を整理

〈 検討項目 〉

文化財保護法改正により保存
と活用の両立へ大きく転換

国の動向の整理

③ 取組方策を検討
市町の取組又は広域的な取
組への誘導が必要

地域資源を活用し
た取組を底上げ

地 域 資 源 の 活 用

民 間 活 力 の 導 入

ま ち の 基 盤 整 備

地域資源を「見つけ」「みがき」「そだて」、それ
を活用したまちづくりを推進
⇒その舞台として歴史的建造物を位置づけ

先進的・機動的・持続的で多様な事業に取り
組んでいる民間企業等の活力を導入

観光や交流の推進、地域の活性化に向けて、
まちの基盤整備を推進

計画づくり

まちづくり

基盤整備
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  (ｳ) 活用する資源の範囲 

地域に存在し、地方都市の魅力と活力の創出に寄与する資源を地域資源と位置づ

け、歴史的建造物を舞台に地域資源を活かす取組方策を検討する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  ウ 分野ごとの取組方策の検討 

３つの視点を踏まえ、計画づくり・まちづくり・基盤整備の分野ごとに現況や課題

等を整理し、それに即した取組方策を分野ごとに検討する。 

   (ｱ) 計画づくり 

    ａ 現況と課題の分析 

現況としては、歴史的建造物等を対象とした資源把握やまちづくり計画策定等

のスキームは存在する。 

しかし、資源のリスト化やそれを活用した戦略的なまちづくりには至っていな

いこと、住民・事業者・行政でまちの将来像が共有できておらず、効果的なマネ

ジメントに至っていないこと等が課題として挙げられる。 

そのため、地域資源を活用したまちづくりを推進するための体制・計画づくり

を促進する必要がある。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・天然記念物（動植

物、鉱物等）

・開発された特産品

・自然風景

・博物館・美術館・

アート活動

・レジャー施設、温泉

・その他既存の区分に

含まれない地域資

源

・祭などの年中行事

・郷土料理

・地域特産品

・ゆかりの人物、名所

・古くからの風景

・各地域の風習、方言、

昔話等

・その他既存の区分に

含まれない歴史的資

源

歴
史
的
資
源

地
域
資
源

・伝統的建造物群
・有形文化財、史跡名

勝・天然記念物などの
建造物

・景観形成地区
・景観形成重要建造物

・古民家
・近代住宅

・その他既存の区分に
含まれない歴史的建
造物等

歴
史
的
建
造
物

○歴史的建造物等を対象とした資源把握（リスト化）やまちづくり計画策
定等のスキームは存在

資源把握：歴史文化基本構想 ※この他各部局でテーマごとに把握
計画策定：歴史まちづくり計画 ※歴史まちづくり法に基づく計画策定
地区指定：景観形成地区、伝統的建造物群保存地区等

課 題
○存在する地域資源について、そのリスト化やそれを活用した戦略的なま

ちづくりには至っていない

○歴史まちづくり計画の策定及びそれに基づく取組はない

○住民・事業者・行政でまちの将来像が共有できておらず、効果的なマネジ
メントに至っていない

今後の展開 ○地域資源を活用したまちづくりを推進するための体制・計画づくりを促進

現 況
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    ｂ 取組方策及び支援策 

まちづくりの運営体制の構築については、住民・事業者・行政等で歴史地区を

マネジメントするための体制づくりに向け、エリアマネジメントの実施体制の確

立に向けた活動費・調査費等への助成が支援策として考えられる。 

地域資源を活用したまちづくり計画の作成～歴史的建造物を舞台として～に

ついては、戦略的なまちづくりを誘導するため、市町による地域資源を活用した

まちづくり計画の作成に向け、計画策定費への助成やアドバイザー・コンサルタ

ント派遣が支援策として考えられる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   (ｲ) まちづくり 

    ａ 現況と課題の分析 

現況としては、景観形成地区などの歴史的建造物が一定集積する地区において

民間主導による多用途での活用の取組が行われている例もある一方で、集積が少

ない地域では活用が進んでいない。 

そこで、歴史的建造物の集積が少ない地域における民間と行政が連携した取組

の推進、個人や NPO 等による小規模・多様な取組及びまちづくり会社等による先

進的・先導的取組への支援や環境整備等が課題として挙げられる。 

そのため、地域資源を活用したまちづくり計画等に基づき、様々な事業や活動

に支援を行い、活発な取組を誘導する必要がある。 

 
 
 
 
 
 

方策１：まちづくりの運営体制の構築
・住民・事業者・行政等で歴史地区をマネジメントす
るための体制づくり

エリアマネジメントの実施体制
の確立に向けた活動費・調査
費等への助成

方策２：地域資源を活用したまちづくり計画の作成

～歴史的建造物を舞台として～

・戦略的なまちづくりを誘導するため、市町による地
域資源を活用したまちづくり計画を作成

計画策定費への助成

アドバイザー・コンサルタント
派遣

〔計画のイメージ（策定主体：市町）〕

・対象エリア、コンセプト、活用可能な地域資源、具体的な取組内容
を含む計画
・歴史的建造物をはじめとする地域資源をリスト化
※既存データも活用

・地域資源のブラッシュアップ方策として、まちづくりに活用する地域
資源をストーリー化
・地域資源活用の取組の舞台となる歴史的建造物を選定
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    ｂ 取組方策及び支援策 

多様な取組の展開については、複数の地域資源のストーリー化や複数の小規模

な取組の連携による地域の魅力と活力の創出や地域活動拠点・ゲストハウス・チ

ャレンジショップ等交流の場としての歴史的建造物活用による観光・交流の推進

等に向け、活動費・修景費等への助成やアドバイザー・コンサルタント派遣が支

援策として考えられる。 

先導的な取組の促進については、歴史的建造物と他の地域資源を、まちづくり

会社等による改修・サブリース等により、レストラン・雑貨・アート等多用途で

の活用により結びつけるエリアプロデュース事業の実施等に向け、活動費・改修

費等への助成やアドバイザー・コンサルタント派遣が支援策として考えられる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

方策３：多様な取組の展開

・複数の地域資源のストーリー化、複数の小規模な取組の
連携による、地域の魅力と活力の創出

・面的な歴史的建造物の修景による魅力ある景観の形成、
保存と活用の促進による次世代への地域資源の継承

・地域活動拠点、ゲストハウス、チャレンジショップ等交流
の場としての歴史的建造物活用による、観光・交流の推進

・地域資源を「見つけ」「みがき」「そだてる」ため、ワーク
ショップ、まち歩き、マーケット等のイベントを開催

活動費、修景費等への
助成

アドバイザー・コンサル
タント派遣

方策４：先導的な取組の促進

・歴史的建造物と他の地域資源を、レストラン・雑貨・アート
等多用途での活用により結びつけるエリアプロデュース事
業（まちづくり会社等による改修・サブリース等）

・エリアプロデュース等のためのクラウドファンディングや地
域金融機関との連携による資金調達

活動費、改修費等への
助成
アドバイザー・コンサル
タント派遣

現 況 ○景観形成地区などの歴史的建造物が一定集積する地区では、民間主導に
よる多用途での活用の取組が行 われている

○一方、歴史的建造物の集積が少ない地域では、観光・交流につながる地域
資源の活用が進んでいない

○古民家等の活用を促すため、行政による改修・修景等の支援を実施

課 題 ○歴史的建造物の集積が少ない地域において、民間や行政が連携した取組
も必要

○個人やＮＰＯ等による小規模・多様な取組への支援が必要

○まちづくり会社等による先進的・先導的な取組に向けた支援や環境整備も
必要

今後の展開
○地域資源を活用したまちづくり計画等に基づき、様々な事業や活動に支援

を行い、活発な取組を誘導
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（参考）まちづくり会社による取組方策（イメージ） 

地域の歴史的資源を活かした観光・交流の推進に向けて、民間主体による持続的

な歴史的資源の有効活用や歴史的資源を活かした取組の担い手発掘と育成が必要

であることから、県・市町が連携してまちづくり会社による歴史的資源の活用を支

援する取組イメージの一例を以下のとおり提示する。 

《取組スキーム(イメージ)》 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

《取組の流れ(イメージ)》 
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  (ｳ) 基盤整備 

    ａ 現況と課題の分析 

現況として、歴史的建造物が一定集積する地域では、行政による道路美装化や

情報発信などの基盤整備が展開しているところもあるが、集積が少ない地域では

進んでいない。また、地域に眠る歴史的文化遺産を発見・保存・活用しまちづく

りに活かす能力を持った人材（ヘリテージマネージャー）の育成を実施している。 

ＳＴＥＰ① 歴史地区の設定：行政又は民間提案による歴史地区のエリアと取組方針の決定

概
要

・歴史的資源の調査、資源評価、歴史地区まちづくり方針の決定
〔県・市町の役割〕

・住民等との協働（まち歩き、ワークショップ等）による歴史的資源の調査・評価等の実施
・歴史的資源を活用したまちづくりの普及啓発のためのシンポジウム等の開催

ＳＴＥＰ② まちづくり会社の設立：歴史地区をエリアマネジメントするまちづくり会社の設立

概

要

・事業目的：歴史的資源の面的な活用・マネジメントによる観光・交流の推進
・構成員：不動産業者、建設事業者、設計士、サービス業者等
〔県・市町の役割〕

・ファンド等を活用したまちづくり会社設立の支援
・民間まち会社発掘のための公的歴史資源を活用した企画提案コンペの実施 ※先導プロジェクト

概

要

・活用資源選定、市場調査、出店事業者の特定及び成立可能性の検討
・サインの統一やイベントの開催等のエリアマネジメント計画の立案

〔県・市町の役割〕
・事業計画の実現可能性を高めるためのコンサルティング支援
・活用可能な歴史的資源のマッチング支援

ＳＴＥＰ③ 事業計画の立案：歴史的資源を活用した観光・交流を創出する事業計画の立案

ＳＴＥＰ④ まちづくりの事業化 ： 民間まちづくり会社による歴史的資源の再整備

概

要

・ 歴史的資源の権利取得、改修、運営主体へ売却・賃貸等

・ 観光ＰＲ活動、集客イベント開催、共通サインの利用等のエリアマネジメント

〔県・市町の役割〕

・ 改修費助成、規制緩和等

・ 民間の活動と連動したまちなみ環境整備、広報活動等

ＳＴＥＰ⑤ ノウハウ等の共有 ： 歴史地区まちづくり事業者等のネットワーク化と担い手育成

概

要

・ 事業者等（民間まちづくり会社、住民、行政等）の広域ネットワークの構築

〔県・市町の役割〕

・ ネットワーク構築の支援

・ ネットワーク組織等と連携したまちづくりの担い手の育成
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そこで、歴史的建造物の集積が少ない地域における行政によるインフラ整備・

効果的な情報発信や先進的・先導的な取組の普及が課題として挙げられる。 

そのため、地域資源を活用したまちづくり計画等に基づき、地域のまちづくり

活動を促進するための基盤整備を実施する必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    ｂ 取組方策及び支援策 

まちのインフラ整備については、ストリートファニチャー・道路の修景整備、

電線地中化、サイン設置による地域資源の魅力向上に向け、行政によるインフラ

整備や先進事例の情報提供が支援策として考えられる。 

効果的な情報発信については、地域資源のストーリー、イベント、おすすめス   

ポット等のフェイスブック、インスタグラム、ＳＮＳ等での効果的な発信による

観光・交流の促進に向け、先進事例の情報提供が支援策として考えられる。 

先導的取組の普及啓発については、個人・ＮＰＯ等の取組の紹介、先導的取組

のノウハウの普及による他地域の活動の底上げに向け、先進事例の情報提供や団

体が行う先進的な取組の普及啓発事業への助成が支援策として考えられる。 

まちづくりの担い手育成については、講座やワークショップの開催による住民

意識の醸成によるまちづくりの機運向上及びまちづくりに携わる専門家の育

成・ネットワーク化に向け、講座・ワークショップ開催等の活動費への助成や人

材育成・ネットワーク化に係る活動費への助成が支援策として考えられる。 

 
 
 
 
 
 
 

方策６：効果的な情報発信
・地域資源のストーリー、イベント、おすすめス
ポット等のフェイスブック、インスタグラム、ＳＮＳ
等での効果的な発信による観光・交流の促進

先進事例の情報提供

現 況
○歴史的建造物が一定集積する地域では、行政による道路美装化や情報発

信などの基盤整備が展開

○歴史的建造物の集積が少ない地域では、行政によるインフラ整備・効果的
な情報発信ができていない

○地域に眠る歴史的文化遺産を発見・保存・活用しまちづくりに活かす能力を
持った人材（ヘリテージマネージャー）の育成を実施

課 題 ○歴史的建造物の集積が少ない地域では行政によるインフラ整備・効果的な
情報発信が必要

○まちづくり会社等による先進的・先導的な取組が他地域へと広がっていない

○まちづくりに携わる人材育成、住民理解の醸成が必要

今後の展開 ○地域資源を活用したまちづくり計画等に基づき、地域のまちづくり活動を促
進するための基盤整備を実施

方策５：まちのインフラ整備
・ストリートファニチャー・道路の修景整備、電線地
中化、サイン設置による地域資源の魅力向上

行政によるインフラ整備
先進事例の情報提供
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  エ まとめ 

今回の検討では、３つの視点を踏まえ、「計画づくり」「まちづくり」「基盤整備」

に区分した取組方策と支援策を提示した。実際の取組では、戦略的なまちづくりの誘

導だけでなく、地域の実情に即し、即地的に条件の整ったものから進めることが求め

られるため、パッケージでオーダーメイド型の取組方策としてとりまとめている。 

また、具体のまちづくりに取組むに当たって、以下の点に留意しておく必要がある。 

・町並み保全においては、文化財としての空間を作るのか、歴史的資源を舞台とし

た観光資源としての空間を作るのかの検討が必要 

・歴史的町並みには歩いて楽しめるエリアが必要であることから、公共駐車場の配

置や歩車共存など交通計画の検討が必要 

・歴史的建造物の集積が少ない地域においては、様々な事例を参考とし、歴史的資

源以外の資源や近隣の資源を活用するなどの施策の検討が必要 

・地域が発掘した地域資源は第三者がその価値を認めることが重要であることから、

客観的に評価することが必要 

・歴史的建造物を活用するための改修・修景に当たっては、専門家やデザイナーの

意見を積極的に取り入れること及び道やまちの構成といった建造物の周辺との

空間的なつながりを考慮することが必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（次頁に概要版を記載） 

方策７：先導的取組の普及啓発
・個人・ＮＰＯ等の取組の紹介、先導的取組のノウ
ハウの普及による他地域の活動の底上げ

先進事例の情報提供

団体が行う先進的な取組の普及
啓発事業への助成

方策８：まちづくりの担い手育成
・講座やワークショップを開催し、住民意識の醸成
によるまちづくりの機運向上

・まちづくりに携わる専門家の育成・ネットワーク
化

講座・ワークショップ開催等の活動
費への助成
人材育成・ネットワーク化に係る活
動費への助成
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等
に
基

づ
き

、
様

々
な

事
業

や

活
動

に
支

援
を

行
い

、
活

発
な

取
組
を

誘
導

 

方
策

３
：

多
様

な
取

組
の

展
開

 

・
複
数

の
地

域
資
源

の
ス
ト

ー
リ

ー
化

、
複

数
の
小

規
模

な
取

組
の

連
携

に
よ

る
、

地
域

の
魅

力
と

活
力

の
創

出
 

・
面
的

な
歴

史
的

建
造

物
の

修
景

に
よ

る
魅

力
あ

る
景

観
の

形
成

、
保
存

と
活

用
の

促
進

に
よ

る
次

世
代

へ
の

地
域

資
源

の
継

承
 

・
地
域

活
動

拠
点
、
ゲ

ス
ト

ハ
ウ
ス

、
チ

ャ
レ

ン
ジ

シ
ョ
ッ

プ
等

交
流

の

場
と

し
て
の

歴
史

的
建

造
物

活
用
に

よ
る

、
観

光
・

交
流

の
推

進
 

・
地

域
資
源

を
「
見

つ
け

」「
み

が
き
」「

そ
だ

て
る

」
た

め
、
ワ

ー
ク
シ

ョ
ッ

プ
、
ま

ち
歩

き
、

マ
ー

ケ
ッ

ト
等

の
イ
ベ

ン
ト

を
開

催
 

方
策

４
：

先
導

的
取

組
の

促
進

 

・
歴

史
的

建
造

物
と

他
の

地
域
資

源
を

、
レ

ス
ト
ラ

ン
・
雑
貨
・
ア

ー
ト

等
多

用
途

で
の

活
用

に
よ

り
結

び
つ

け
る

エ
リ

ア
プ

ロ
デ

ュ
ー

ス
事

業
（

ま
ち
づ

く
り

会
社

等
に

よ
る

改
修

・
サ
ブ

リ
ー

ス
等

）
 

・
エ
リ

ア
プ

ロ
デ
ュ

ー
ス
等

の
た

め
の

、
ク

ラ
ウ
ド

フ
ァ

ン
デ

ィ
ン

グ
や

地
域

金
融
機

関
と

の
連

携
に

よ
る

資
金

調
達
 

 

○
歴

史
的
建

造
物

が
一

定
集

積
す

る
地

域
で

は
、
行
政

に
よ

る
道

路
美

装

化
や

情
報

発
信

な
ど

の
基

盤
整

備
が

展
開

 

○
歴

史
的
建

造
物

の
集

積
が

少
な

い
地

域
で

は
、
行
政

に
よ

る
イ

ン
フ

ラ

整
備

や
効

果
的

な
情

報
発

信
が

で
き

て
い

な
い

 

○
地

域
に
眠

る
歴

史
的

文
化

遺
産

を
発

見
・
保

存
・
活

用
し

ま
ち

づ
く

り

に
活

か
す

能
力

を
持

っ
た

人
材
（

ヘ
リ

テ
ー

ジ
マ

ネ
ー

ジ
ャ

ー
）
の

育

成
を

実
施

 

○
歴

史
的

建
造

物
の

集
積

が
少

な
い

地
域

で
は

行
政

に
よ

る
イ

ン
フ

ラ

整
備

・
効

果
的

な
情

報
発

信
が

必
要

 

○
ま

ち
づ
く

り
会

社
等

に
よ

る
先

進
的
・
先
導

的
な

取
組

が
他
地

域
へ

と

広
が

っ
て

い
な

い
 

○
ま

ち
づ
く

り
に

携
わ

る
人

材
育

成
、

住
民

理
解

の
醸

成
が

必
要

 

地
域

資
源
を

活
用

し
た

ま
ち

づ
く

り
計

画
等

に
基

づ
き

、
地

域
の

ま
ち

づ

く
り

活
動
を

促
進

す
る

た
め

の
基

盤
整

備
を

実
施

 

方
策

５
：
ま

ち
の

イ
ン

フ
ラ

整
備

 

・
ス

ト
リ
ー

ト
フ

ァ
ニ

チ
ャ
ー
・
道

路
の

美
装

化
、
電
線

地
中

化
、
サ

イ

ン
設

置
に

よ
る

地
域

資
源

の
魅

力
向

上
 

方
策

６
：
効

果
的

な
情

報
発

信
 

・
地

域
資

源
の

ス
ト

ー
リ

ー
、
イ

ベ
ン

ト
、
お

す
す
め

ス
ポ

ッ
ト

等
の

フ

ェ
イ

ス
ブ

ッ
ク

、
イ

ン
ス

タ
グ

ラ
ム
、
Ｓ
Ｎ

Ｓ
等

で
の

効
果

的
な

発
信

に
よ

る
観

光
・

交
流

の
促

進
 

方
策

７
：
先

導
的

取
組

の
普

及
啓

発
 

・
個

人
・
Ｎ
Ｐ

Ｏ
等

の
取

組
の
紹

介
、
先
導

的
取

組
の

ノ
ウ

ハ
ウ

の
普

及

に
よ

る
他

地
域

の
活

動
の

底
上

げ
 

方
策

８
：
ま

ち
づ

く
り

の
担

い
手

育
成

 

・
講

座
や

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ
プ

を
開

催
し

、
住
民

意
識

の
醸

成
に

よ
る

ま
ち

づ
く

り
の

機
運

向
上

 

・
ま

ち
づ
く

り
に

携
わ

る
専

門
家

の
育

成
・

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

化
 

今
後

の
展

開
 

歴
史

的
建

造
物

を
舞

台
と

し
た

地
域

資
源

を

活
か

し
た

ま
ち

づ
く

り
の

推
進

に
向

け
、

３
つ

の
視

点
を

も
と

に
取

組
方

策
を

検
討

 

①
地
域

資
源

の
活

用
 

地
域

資
源

を
「
見

つ
け

」
「
み

が
き

」
「
そ

だ
て

」
、

そ
れ

を
活

用
し

た
ま

ち
づ

く
り

を
推

進
 

⇒
そ

の
舞

台
と

し
て

歴
史

的
建

造
物

を
位

置
付

け
 

②
民

間
活
力

の
導

入
 

先
進

的
・
機

動
的

・持
続

的
で

多
様

な
事

業
に

取
り

組

ん
で

い
る

民
間

企
業

等
の

活
力

を
導

入
 

③
ま

ち
の

基
盤

整
備

 

観
光

や
交

流
の

推
進

、
地

域
の

活
性

化
に

向
け

て
、

ま
ち

の
基

盤
整

備
を

推
進
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  （参考）取組事例 

   ①官民連携による歴史まちづくりの推進（広島県尾道市）〈計画づくり関係〉 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   ②城下町をまちのホテルとして再生（兵庫県篠山市）〈まちづくり関係〉 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   ③ブランド戦略やまちなか観光アプリ等による情報発信（福井県大野市）〈基盤整備関係〉 
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   ④その他の県内事例 

場所 活動概要 関係する方策 

加西市北条 在郷町として伝統的な町並みが残る地域（景観形成地区）

である一方、大規模商業施設が近接する地域において、町

屋を活用した賑わいや良好な住環境の実現に向け、ワーク

ショップの開催等により「北条旧市街地ビジョン」を策定。

町屋を活用した交流の場や特産物販売等の整備等に取り組

む。 

③多様な取組 
⑧担い手育成 

宍粟市山崎 城下町として伝統的な町並みが残る地域において、観光交

流の促進を目的に、民間主導でまちづくり会社を設立して

活用可能な空き家等をリストアップし、空き家を改修して

事業者公募（サブリース）する事業に取り組む。その他、

様々なイベントやＨＰ・フェイスブックによる情報発信を

実施している。 

③多様な取組 
④先導的取組 
⑥情報発信 

朝来市竹田 城下町として伝統的な町並みが残る景観形成地区におい

て、地元史跡への住民意識の醸成を図るため、地域が観光

ボランティアガイド養成等の歴史講座や町中散策等を実

施。 

⑧担い手育成 

養父市八鹿 町家などの伝統的な町並みが残る景観形成地区において、

地域の交流を推進するため、地域が江戸時代に私塾であっ

た古民家を改修し、老若男女が学習する場として活用。 

③多様な取組 

丹波市柏原 門前町・城下町として伝統的な町並みが残る地域において、

市と TMO「㈱まちづくり柏原」が連携し、町家や空き店舗

を活用した店舗誘致（テナントミックス事業）や道路美装

化・修景施設（土塀等）整備等に取り組んでいる。 

④先導的取組 
⑤インフラ整備 
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